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＜要約＞
古く１９３８年に Schumpeterは，技術進歩の普及の過程は，新技術の開発に関わる革新過
程とその借用ないし採用に関わる模倣過程の相互作用のそれである，とする動学過程の妥
当性を示唆した。
しかるに，後続の議論においては，その主要要素として模倣過程を取込んだ拡散過程に
のみ関心が集中化され，S字型拡散曲線の妥当性が主張されることとなった。次いで，資
本主義の本質である創造的破壊が支配するところで，革新過程と模倣過程の相互作用にし
たがう技術革新の進化過程に対するロジスティック曲線による近似化の試みが展開された。
上の先行作業の発展化として，技術革新の進化過程に対する波動理論の適用化が試みら
れる。
所定の技術水準に位置する企業がより上位の水準を目指すものとするとき，その移行速
度は，企業が革新過程に在る際には一定であり，模倣過程に在る際にはより上位の効率性
水準に位置する企業数の全企業数に占める割合，すなわち模倣係数の値に依存するものと
想定される。
まず，模倣係数が，相互作用を成す革新過程と模倣過程の１次結合で与えられるとき，
波列の形をとる解がロジスティック曲線によって近似され，そこでの波動速度は２つの過
程にともなう２つのパラメータに依存するにすぎないこと，次いで，両過程が模倣係数に
非線型の形で作用するとき，新たな波列解がしたがい，そこでの波動速度は模倣函数のみ
に依存すること，そして，加えて，効率性に成長の可能性が認められるとしても両過程が
形成する進化過程に本質的な変更が及ぶことはなく，本来の効率性曲線によって進化過程
が近似されることが帰結される。
JEL 区分：D８０，O３１，O３３
キーワード：Schumpeter，進化過程，ロジスティック曲線，波列解
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 47, No. 3, 39-59, 2013
技術革新の進化過程と波列解＊
中島 巖＊＊
39
序技術進歩のモデル化の作業は，長い間，技術変化を外生的過程とする了解に依存してきた。した
がって，新技術の普及のメカニズムに言及することなく，専ら，その出現の帰結の特定部分を研究
することで済ますという姿勢が容認されることとなった。
しかしながら，既に１９３９年に Schumpeterは技術革新の普及の概念を提示した。その概念の基礎
上には，技術進歩メカニズムの２つの要素，すなわち，新技術の開発である革新過程（innovation
process）とその借用ないし採用である模倣過程（imitation process）への二分化が置かれている。
しかるに，最初の革新過程については，有力な技術変化の出現の一定の法則性を指摘する少なか
らぬ統計データの発見化にも関らず，十分な解明化がなされているとは言い難い。他方，模倣過程
に関しては詳細かつ厳密な水準の研究がなされており，模倣は，拡散メカニズム（diffusion mecha-
nism），すなわち，開発企業からその他の企業への新技術の浸透化のそれの基本要因とみなされて
いる。
拡散速度に関しては有効な仮説化がなされている。すなわち，拡散速度は，技術革新の未採用企
業の全企業に占める割合に比例し，そこでの比例係数は新技術の既採用企業の割合の拡大化ととも
に増加していくとするそれである。そこでは，大部分の技術革新に対し S字型拡散曲線（S-shaped
form of diffusion curves）が典型的なそれであると説かれる。（例えば，Mansfield〔１６〕，Davies〔５〕
参照。）
Iwai〔９〕，〔１０〕は，ある特定産業における拡散曲線のロジスティック性を説く先駆的作業であ
る。そこでは，企業の効率性を単位費用のタームで表わし，より高次の効率性水準へ移行する確率
が，移行前のより低い効率性水準に在るすべての企業にとって同一であるとされる。したがって，
効率性を異にする企業にまたがる分布，すなわち効率性分布の任意の時点における変化率が当該時
点の値で定義されることになる。さらに，新規の，より有効な技術の出現速度が指数的それにした
がうものとされる。したがって，効率性分布が時間とともに置き換わっていく置換速度が予め決定
されていることになる。
しかるに，ロシア人研究者 Г.М.Хенкин（G.M.Henkin）と В.М.Полтерович（V.M. Polterovich）は，
上の Iwaiの想定を不自然として異を唱え，Полтерович＝Хенкин〔１７〕，〔１８〕，Henkin＝Polterovich
〔７〕は，Iwaiの議論の発展化を試みた。そこでは，各水準から，より高次の次段階水準への非ジ
ャンプ的移行が想定され，任意の企業にとって，移行速度は，革新過程においては一定であり，模
倣過程においては，より効率的な企業の全企業に占める割合に比例するものと想定される。
我々の本稿の目的は，革新過程と模倣過程とが与える差分―微分方程式で表わされる効率性分布
の進化過程を Henkinと Polterovichの一連の作業にしたがって検討することにある。
まず，次節では，ロジスティック曲線，ロジスティック成長曲線の性質をみた後，Iwaiの想定
の下で，模倣過程，革新過程，したがって効率性分布の進化過程がロジスティック成長曲線にした
がうことを確認する。
第２節では，Henkinと Polterovichにしたがって，まず，各水準から次段階の水準へ技術水準が
移行する企業の割合が線型を成し革新過程と模倣過程の一次結合で表わされるとき，効率性分布の
進化過程はロジスティック曲線にしたがう波列解で表わされることを確認する。次いで，移行企業
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割合が非線型を成すときの波列解のあり方をみた後，効率性の成長過程が考慮されるときの波列解
のあり方をみる。最後に，結論的言及がなされる筈である。
なお，本稿は最終稿ではない。
第１節 進化過程とロジスティック函数
1．ロジスティック函数
本節では，技術革新の拡散過程ないし模倣過程とロジスティック函数の関係をみる。
本項では，予備的考察として，技術革新の拡散過程のモデルとして広く援用されてきた数学的成
長函数の一例であるロジスティック函数の性質をみておくことにする。１）
Lekvall＝Wahlbin〔１４〕によれば，１９２８年に F.S. Chapinが著書‘Cultural Change’において，行
政機関の新構想の都市間への普及の割合を調べる目的でロジスティック函数（logistic function）の
適用を試みたごとくである。２）
さて，拡散函数（diffusion function）は，形式的には
dy
dt＝f（y，t） （１）
なる形の微分方程式の解 y＝y（t）として定義されることが多い。ただし，yは拡散の水準を測る変
数で，函数 f のあり方が拡散曲線の形状を決定づける。
最も広く適用される拡散函数の一つがロジスティック函数である。その根底には，ある時点にお
ける拡散率が，瞬時的な拡散の達成水準と既定の飽和水準（saturation level）までの残りの間隔差
とに比例するという想定が置かれている。すなわち，
dy
dt＝aNyay
２＝ay（Ny），a＞０，N＞０， （２）
が想定される。ただし，N は飽和水準，aは比例定数である。
ここで，上の微分方程式（（２）式）を解く前に，議論の具体化のために人口成長の文脈におけるロ
ジスティック成長方程式（logistic growth equation）の性質をみておこう。
いま，変数を人口とする。人口規模の拡大につれて人口が成長する一方で，人口成長にともなう，
例えば，食糧その他の有限資源の制約に直面し，成員間での獲得競争がともなうものとしよう。競
争下では，規模 yの人口の下で y（y１）/２個の相互作用が支配し，そこで，改めて死がともなうも
のとすれば，人口変化率は
dy
dt＝k１yk２
y（y１）
２
＝k１yk２２y
k２
２y
２
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がしたがう。ここで，θ１＝k１k１２，θ２＝
k２
２と置けば，（３）式は，
dy
dt＝θ１yθ２y
２＝y（θ１θ２y），θ１＞０，θ２＞０， （４）
と表現し直される。（４）式は，ロジスティック成長方程式と呼ばれる。
一般に，パラメータ θ２は，相対的に θ１より小さく，（４）式の第２項が無視し得る場合も少なくな
い。しかるに，人口規模が拡大していくことによって競争が激化し，それにつれて第２項（θ２y２）
の意義は高まっていく。すなわち，第２項は，人口成長を阻害する負の効果として作用し始める。
人口成長のタームによるかかる理解は，成長のロジスティック法則（logistic law of growth）と呼
ばれる。
しかるに，上の（４）式において，θ１＝a（N１），θ２＝２aと設定すれば，（４）式は，直ちに（２）式に
帰着する。
さて，（２）式に関して，その安定性（stability）を確かめておこう。自律系１階微分方程式である
から，（２）式から位相図を描くことができる。y≠０の下で，y＝N において均衡が成立し，このとき，
y＜（＞）N なる yに対し，dy/dt＞（＜）０がしたがい，均衡は安定的なそれとなることが確かめられ
る。（図－1参照。）
ここで，上の微分方程式（（２）式）を解いておこう。いま，y，t の初期値を，それぞれ y０，t０とし，（２）
式を積分すれば
∫yy０ １ay（Ny）dy＝∫
t
t０
dt （５）
がしたがう。しかるに，
１
ay（Ny）＝
１
aN


１
y
１
Ny

 （６）
がしたがうから，（５）式は
１
aN∫
y
y０
dy
y 
１
aN∫
y
y０
dy
Ny＝∫
t
t０
dt （７）
と変形される。（７）式から

	
１
aN log y
１
aN log（Ny）



y
y０
＝tt０ （８）
がしたがう。（８）式は
１
aN log
y
y０
１aN log


Ny
Ny０

＝tt０ （９）
を導き，（９）式は
42
NN
log
y（Ny０）
y０（Ny）

＝aN（tt０） （１０）
と表現し直される。（１０）式から
y（Ny０）
y０（Ny）＝e
aN（tt０） （１１）
がしたがい，（１１）式は，さらに，
y０NeaN（tt０）＝y０・yeaN（tt０）y（Ny０）
＝y［y０eaN（tt０）（Ny０）］ （１２）
dy
dt
dy
dt
＝ay（Ny）＝aNyay２
d２y
dt２
dy
dt
＞０
d２y
dt２
＝aN２ay
d２y
dt２
＞０
d２y
dt２
＜０
aN
dy
dt
＜０
y
y０′ y０″ y０′N
２
y
y０′ y０″ y０′N
２
y
Ny０′ y０″ y０′N
２
図－1
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N t
と変形され，（１２）式は，
y（t）＝ y０Ne
aN（tt０）
y０eaN（tt０）Ny０
N
１Ny０y０ e
aN（tt０）
（１３）
を導く。ここで，b≡Ny０y０ と置き，t０＝０と仮定すれば，（１３）式は
y（t）＝ N１bebNt （１４）
と表現し直される。（１４）式は，上の微分方程式（（２）式）に対する解を成す拡散函数としてのロジス
ティック函数を与える。
このとき，ロジスティック函数は，パラメータ a，N，y０に依存するロジスティック曲線（logistic
curve）で表わされる。いま，t→∞とすると，y（t）の極限値
t→∞
lim y（t）＝N （１５）
を得る。
次に，ロジスティック方程式が最大値をとる所で，変曲点が生ずる。図－1から明らかなごとく，
y（t）＜（＞）N２なる y（t）の領域で凸函数（凹函数）となる。
さらに，図－1から明らかなごとく，例えば，y０′′のごとく，y０＞N のとき，dy/dt＜０となり，y０″
のごとくN２＜y０＜N のとき dy/dt＞０となり，y０′のごとく y０＜
N
２のとき
N
２において変曲点が生ずる。
以上からしたがうロジスティック曲線が，図－2に示される。
図－2
y０＞N
N
２
＜y０＜N
N
２
y０＜N
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2．進化過程とロジスティック函数
本項では，技術進歩の過程がしたがう微分方程式の解がロジスティック曲線の形を成す可能性を
導く議論を概観する。
同質な生産物を産出する産業内においてすら効率性を異にする技術が併存する事実は，既に，
Houthakker〔８〕，Johansen〔１２〕，さらに Sato〔２１〕等によって指摘されてきた。他方，効率性を
異にする技術に拠る企業の分布，すなわち効率性分布の時間にともなう変化，すなわち進化の過程
を新技術の創造である革新過程（innovation process）とその採用である模倣過程（imitation process）
の２つの要素に二分する Schumpeterのアイディアに基づく定式化が試みられた。模倣過程は，技
術革新者企業から他の企業への技術革新の浸透，すなわち拡散過程（diffusion mechanism）の主要
要素とされる例が多い。
しかるに，拡散速度が，全企業のうち革新技術の未採用企業の割合に比例し，比例係数が革新技
術の既採用企業の割合の拡大とともに上昇するとする仮説の有効性が確かめられ，そこでは，S字
型拡散曲線（S-shaped form of diffusion curve）が導かれることが主張された。（Mansfield〔１６〕，
Davies〔５〕参照。３））
ところで，技術革新は，その革新者に独占利潤としての企業家利潤の取得を可能にする市場力を
産み出すが，かかる独占的地位は束の間のそれでしかなく，直ちに追随者が現われ，次いで模倣者
が現われ，それは，当の技術革新が日常化し，企業家利潤が霧消するまで，あるいは，次の技術の
出現によって陳腐化するまで続く。かかる創造的破壊（Creative Destruction）の過程を Schumpeter
は資本主義を語る際の不可欠な真実とみなした。しかるに，オーソドックスな競争均衡論は，かか
る資本主義に関わる不可欠な真実を見えざる手の手違いとして片づけてきた。企業家利潤の存在は，
競争の不完全性の例として，模倣の波は市場に対する外部性として，さらに，創造的破壊は，一つ
の均衡から別の均衡への移行の調整過程として，みなされてきたごとくである。４）
しかるに，Iwai〔９〕，〔１０〕は，創造的破壊の進化過程を分析の核に据える理論的枠組の構築を
試み，技術革新，模倣，そして成長といった現象を経済主体の最適化からしたがう均衡としてでは
なく，競争的敵対行動による生残りと成長を賭けた絶えざる戦いである個々の企業間の複雑化した
相互作用が導く動的過程として分析する試みを展開した。そこには，長期的経済現象の分析に対し
てすら，企業のミクロ段階で作動する不均衡過程（disequilibrium process）の解明が不可欠である
とする前提が横たわっている。以下の議論との対比の観点から，Iwaiの議論を概観しておこう。
Iwai〔９〕は，ある特定産業において，技術状態が絶えず不均衡状態にあることを確認し，次い
で，革新と模倣に関する Schumpeter仮説の下では，技術状態が絶えず不均衡状態にあることの理
論的論証を提示した。
さて，同一の最善技術への自由な接近が可能でない限り，企業毎に適用される生産方法は相互に
相異なるものとなるものとする。このとき，生産方法を単位費用 cに対応づけ，産業に併存する生
産方法の数 nに対し最悪の生産方法 cnから最善のそれ c１へと順に cn＜cn１＜…＜ci＜…＜c１と並べ
るとき，t 時点における相異なる生産方法の企業にまたがる分布，すなわち，効率性分布を単位費
用の相対的頻度函数 ft（c），ある水準 cに等しいかそれ以下の単位費用の累積頻度函数 Ft（c）が定義
される。このとき，ci１＜cciなる cに対し，Ft（c）は
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c
c
Ft（c）＝ft（ci）ft（ci１）…ft（cn） （１６）
で表わされる。ft（c），Ft（c）のあり方は，産業の技術状態（state of technology）を与える。（図－3参
照。）
生産方法の向上を目指す各企業間の競争が持続する Schumpeter的世界では，向上の手段として
自らの研究開発に基づく革新（innovation）と他企業が現に適用しているより収益的な方法の１つ
を真似る模倣（imitation）の２つがあり，両者の相互作用が技術状態の進化をもたらす。
ここで，技術の拡散過程としての模倣過程に関して，前提となる仮設が置かれる。すなわち，
［仮設］
ある企業が特定の生産方法を模倣し得る確率は，現にそれを使用する企業の頻度に比例する。
上の仮説の下で，時間間隔［t，tΔ］において，単位費用 ciの企業が cの単位費用に対応する生産
方法を模倣する確率は



μft（c）Δt for c＜ci
０ for cci
（１７）
で表わされる。ただし，μ（＞０）は，当の企業の模倣行為の効率性を表わすパラメータであり，模
図－3
Ft（c）
cn cn１ cn２ c２ c１
ft（c）
cn cn１ cn２ c２ c１
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t
倣パラメータ（imitation parameter）と呼び，過去からの遺産であり，一定値をとるものとする。
さらに，μの値は，当の企業の単位費用にも，また模倣を望む生産方法の単位費用にも依存しない
ものとする。
さて，ciより高い単位費用をもつ企業の相対的頻度は
ft（（ci１）ft（ci２）…ft（c１）＝１Ft（ci） （１８）
で表わされる。しかるに，［仮設］から，時間間隔［t，Δt］において，各企業が ciないしそれ以下の単
位費用の生産方法の一つの模倣に成功する確率は
μft（ci）Δtμft（ci１）Δt…μft（cn）Δt＝μFt（ci）Δt （１９）
で表わされる。したがって，F（ci）の増分の期待値はμFt（ci）Δt１Ft（ci）となる。企業数Mが十
分大きく大数法則が妥当するところでは，（１９）式の値は，Ft（ci）の現実値の適切な近似を与える。し
たがって，時間間隔［t，tΔ］において，産業内の企業の模倣行為がもたらす ciないしそれ以下の単
位費用をもつ企業の相対的頻度の変化は
FtΔt（ci）Ft（ci）＝μFt（ci）（１Ft（ci））Δt （２０）
で表わされる。ここで，（２０）式の両辺を Δt で除し Δt→０とすれば，微分方程式

Ft（ci）＝μFt（ci）（１Ft（ci）） （２１）
を得る。しかるに，前項の議論から，（２１）式はロジスティック微分方程式となり，解としてロジス
ティック成長曲線
Ft（ci）＝
１

１


１
FT（ci）
１	e
μ（tT）


， i＝１，２，…，n， （２２）
を導く。ただし，FT（ci）は，過去の所与の時点 T（t）における累積的頻度函数である。
上の関係は，図－4に示される。S字型曲線の各々は，企業の累積的頻度函数の成長パターンを表
図－4
Ft（c）
FT（cn２）
FT（cn１）
FT（cn）
Ft（cn）
Ft（cn１）
Ft（cn２）
T
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t0
わすロジスティック成長曲線を成す。最下層の曲線は，最小単位費用 cnをもつ企業の相対的頻度
の成長パターンを描く。
かかる生産方式を使用する企業が少数のとき成長は緩慢となるが，企業数の増加とともに低効率
企業の模倣活動が上首尾となってくる。優勢に与するバンドワゴン効果（bandwagon effects）が
始動し，総企業の半分が同方法を採用するに至るまで成長率は加速化する。しかるに，一旦，この
中位点を過ぎると飽和効果が加わり，成長率は低下し始める。新製品，新思考などの様々な拡散過
程においてよくみられるバンドワゴン効果の説明のためにロジスティック曲線を援用する発想は，
決して新しいものではない。
さて，革新過程に目を転じよう。
いま，M 個の企業から成る産業において，その中の１社が cn１（＜cn）なる単位費用の新規生産方
式の配備に成功したものとする。このとき，同生産方式の最初の導入の時期，すなわち革新時間を
T（cn１）で表わす。しかるに，各企業の割合は１/M であるから，同革新技術は，新たな，より低い
単位費用 cn１で１/M の規模の相対的頻度を新たに生み出す。すなわち，
FT（cn１）（cn１）＝
１
M （２３）
がしたがう。しかるに，革新技術の導入とともに他の企業間に模倣合戦が始まる。
上の［仮設］の下で，初期条件となる（２３）式から，Ft（cn１）は新たなロジスティック成長曲線を成
す。すなわち，tT（cn１）なる t に対し
Ft（cn１）＝
１
［１（M１）eμ（tT（cn１）］ （２４）
がしたがう。このとき，革新と模倣との二重の圧力の下で，技術状態の進化過程はロジスティック
成長曲線で表わされる。以上の関係は，図－5に示される。
図－5
T（cn） T（cn１）
Ft（c）
１
M
T（cn２） T（cn３） T（cn４）
Ft（cn） Ft（cn１） Ft（cn２） Ft（cn３）
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１）例えば，Luenberger〔１５〕（Chap．９），Shone〔２２〕（Chap．１４）等参照。
２）Lekuell＝Wahlbin.,op.cit., は，１９７３年度の Business Administration分野の David Davidson Prize受賞論文
であるごとくである。
３）拡散過程に関するその後の展開として，Reinganum〔１９〕，Jensen〔１１〕，Gort＝Klepper〔６〕，Javanovic＝
Rob〔１３〕，Chari＝Hopenhayn〔４〕等参照。
４）創造的破壊（Creative Destruction）に関して，Aghion＝Howitt〔１〕，Caballero＝Hammour〔３〕，Stein〔２３〕
等参照。
第２節 進化過程と波列解
1．線型模倣係数
本節では，企業がより上位の技術水準への移行を図るとき，革新過程に在る際に移行速度は一定
で，模倣過程に在る際にはより上位の効率性をもつ企業の割合に比例するという代替的想定の下で，
企業の効率性分布曲線の進化のあり方をみる。
本項では，模倣係数が線型を成すところでの効率性分布曲線の進化のあり方をみる。５）
さて，多数の企業から成る生産部門ないし産業を想定し，そこでの各企業は，効率性水準のいず
れか一つの段階に位置するものとする。このとき，効率性は，費用単位当たりの付加価値ないし利
潤のタームで表わされ，各企業はより上位の効率性水準への到達に向けて努力するものとする。
いま，効率性水準 n以下に位置する企業の t 時点における割合を分布関数 Fn（t）で表わせば，時
間の函数列 ＝Fn（t）は効率性水準に関する企業の分布曲線の進化の過程を表わすとみなし得る。
また，模倣を通じて水準 nから n１に移行する企業の全企業に占める割合を ψ（Fn）で表わし，こ
れを模倣係数（imitation coefficient）と呼ぶことにする。このとき，水準 nから，例えば n２のご
とく２段階以上にまたがるジャンプは生じ得ないものとする。
ところで，FnFn１は，全企業のうち効率性水準 nに位置する企業数を与える。しかるに，水準
nの企業のうち，ψ（Fn）（FnFn１）は水準 n１に移行することになり，水準 nに留まる企業数は減
少していく。したがって，効率性に関する企業の分布曲線の進化を反映する差分―微分方程式
dFn
dt ＝ψ（Fn）（Fn１Fn） （２５）
がしたがう。６）このとき，t＝０における初期条件
０Fn（０）＜１，n＝１，２，…，N， （２６）
Fn（０）＝０，n０； Fn（０）＝１，n＞N． （２７）
が仮定される。（２７）式の仮定は，（２５）式の摂動（perturbation）のそれであり，摂動によっても漸
近的行動が本質的に影響されることがないことを含意している。（図－6参照。）しかるに，より一般
的条件
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0 N
０Fn＜１，Fn（０）＝０，n０，
n→∞
lim Fn（０）＝１ （２８）
を仮定する方が有効である。
さて，ここで，線型を成す模倣係数として
ψ（Fn）＝αβ（１Fn） （２９）
を想定しよう。このとき，分布曲線の進化過程は
dFn
dt ＝（αβ（１Fn））（（Fn（t）Fn１（t）） （３０）
で表わされる。ここで，すべての t０に対して
F０（t）＝０ （３１）
となる境界条件が満たされるものとする。
以上の想定の下で，（２５）式の解は陽函数として表わされることが確かめられる。
いま，
Fn＝
１
β

μ
Zn１
Zn

，１n＜∞，Z０＝e
μt，μ＝αβ （３２）
を満たすような変数 Zn（０n＜∞）を導入しよう。
（３２）式から，
dFn
dt ＝
１
β

	
１
Zn
dZn１
dt 
Zn１
Zn


１
Zn
dZn
dt





＝１
β


１
Zn
dZn
dt 
１
Zn
dZn１
dt


Zn１
Zn
（３３）
がしたがう。ここで，（３３）式を（２５）式の右辺と等置すれば，
１
Zn
dZn
dt 
１
Zn１
dZn１
dt ＝β

	μβ（Fn１Fn）β（１Fn）（Fn１Fn）



図－6
Fn（０）＝１
Fn（０）
Fn（０）＝０
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＝β ZnZn１
（μβFn）（Fn１Fn） （３４）
を得る。しかるに，（３２）式から
Zn１
Zn
＝μβFn （３５）
がしたがうから，（３５）式を（３４）式に代入すれば
１
Zn
dZn
dt ＝
１
Zn１
dZn１
dt β（FnFn１） （３６）
がしたがう。さらに，n１を０と設定し，１Z０
dZ0
dt ＝μ，F０＝０を考慮すれば
１
Z１
dZ１
dt ＝μβF１＝
Z０
Z１
（３７）
がしたがい，
dZ１
dt ＝Z０ （３８）
が導かれる。一般に，
dZn
dt ＝Zn１ （３９）
or d
nZn
dtn ＝Z０＝e
μt （４０）
がしたがう。ここで，積分を施せば
Zn＝
１
μ
eμt
n１
Σ
k＝０
cnktk
k! （４１）
を得る。ただし，cnは任意の定数である。しかるに，cn＝Zn（０）μnがしたがうから，（４１）式は
Zn＝μnhn
n１
Σ
k＝０
Znk（０）tk
k! （４２）
と変形される。ただし，
hn（t）＝
∞
Σ
k＝n
（μt）k
k! （４３）
である。
さらに，（４２）式から
Zn（０）＝
n
Π
k＝１
（μβFk（０））１ （４４）
がしたがう。ここで
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ξn＝
Zn１αzn
μZnZn１ （４５）
と設定すると，（３２）式から
Fn＝（１ξn）１ （４６）
を得る。ここで，（４１）式を（４５）式に代入すれば
ξn＝
α
μ


n

	
	


μn
n１
Σ
k＝０
Znk（０）（１Fnk（０））t
k
k!
∞
Σ
k＝n
（μt）k
k!
αn
n１
Σ
k＝０
Znk（０）Fnk（０）
tk
k!




（４７）
がしたがう。このとき，（４３）（４７）式の体系は，初期条件を満たす解を求める Cauchy問題（（２５），
（３２）式）の解を与える。
ここで，（２５）式を時間軸全域について見れば，常套的手続きから解の族
Fn＊（t，A）＝
１


１A


α
μ


n
eβt
（４８）
がしたがう。ただし，Aは任意のパラメータである。いま，（４８）式の右辺の分母カッコ内の対数を
とれば，
νn＝βtn logμ
α
log A （４９）
を得る。このとき，（４８）式は
Fn＊＝
１
（１eνn） （５０）
と表現し直され，したがって
dFn＊
dt ＝β（１Fn
＊）Fn＊ （５１）
Fn＊Fn１＊ ＝β（１Fn
＊）Fn＊
μβFn＊ ＝
β（１Fn＊）Fn＊
αβ（１Fn＊） （５２）
がしたがう。しかるに，μ＝αβを想起すれば，（５１），（５２）式は，進化過程
dFn＊
dt ＝（αβ（１Fn
＊（t））（Fn＊（t）Fn１＊（t）） （５３）
を与える。
ところで，（５３）式の右辺は２つの被加数 α（Fn１＊（t）Fn＊（t））と β（１Fn＊（t））（（Fn１＊（t））の和とみ
なすことができる。前者は，固有の革新過程，自生的発明・改良行為を規定し，その速度は比例係数
αをもつ nランクの水準の企業の割合に比例する。一方，後者は，多数の企業が効率性水準 n以上
に在る場合においてのみ寄与度大となり，模倣過程，すなわち技術の借用と採用の過程の速度を決
定する。模倣は，結果として，より革新的な企業が習得した生産方式を拡散させ，一層速やかな他
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の企業の習得を促す。かかる２つの過程の作用によって，効率性分布曲線は効率性の向上の方向に
シフトしながら変形を重ねていく。
また，進化過程方程式（（５３）式）は，確率論的な解釈を可能にする。いま，水準 nから n１への
単位時間の間における企業の移行確率は，革新過程において αに等しく，模倣過程において β（１
Fn（t））に等しい。このとき，移行確率は αβ（１Fn（t））となるから，（５３）式右辺は nを越えない水
準に在る企業の割合の変化の平均速度と解することができる。
いま，t を任意の時点に固定するとき，函数 Fn＊は，n→∞のとき Fn＊→０となり，n→∞のとき Fn＊
→１となり，また
γ０＝β１ logμ
α
（５４）
と設定すれば，Fn＊は差分 tγ０のみに依存することになり，速度１/γ０で横軸に沿って１ランク上位
に移動する波動を与える。t を固定すれば，それはロジスティック確率分布を規定し，他方，nを
固定すれば，効率性水準 nに在る企業の割合の時間を通じた変化を表わす逓減的ロジスティック
曲線を与える。さらに，パラメータ Aの変化は，分布のシフトをもたらす。また，t＝t（n）＝γ０n
β１logAの下で，企業の最大割合は水準 nに集中する。
以上から，模倣係数が線型を成すところで，解（（４８）式）はロジスティック確率分布を与えること
が帰結される。
2．非線型模倣係数
本項では，まず，模倣係数が非線型を成すところでの革新過程と模倣過程の相互作用のあり方を
みる。次いで，生産設備の質的向上の可能性と量的成長の可能性が考慮されるところでの革新過程
と模倣過程の相互作用のあり方をみる。７）
さて，再び，効率性に関する分布曲線の進化を表わす差分微分方程式
dFn
dt ＝ψ（Fn）（Fn１Fn） （５５）
と，そこでの初期条件
０Fn（０）＜１，n＝１，…，N，Fn（０）＝０，n０； Fn（０）＝１，n＞N． （５６）
を想起しよう。ここで，より一般的な形
０Fn（０）１，
０
Σ
n＝∞
Fn（０）＜∞，
∞
Σ
n＝１
（１Fn（０））＜∞ （５７）
を想定しよう。さらに，次の仮定を設ける。
［仮定1］
模倣係数を表わす函数 ψは，Lipschitz条件を満たし，正の値をとり，区間［０，１］において
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非増加であり，さらに ψ（０）＞ψ（１）を満たす。
上の ψの非増加性の仮定は，より革新的な企業の割合１Fnの増加とともに模倣過程の集約度が
上昇する想定に符合する。すなわち，企業が効率的であればある程 Fnが１に近づき，他企業から
の技術の借用をしなくなることを示唆している。しかるに，企業の効率性は革新過程を通じて向上
し得るから ψ（１）＞０が措定される。したがって，上の定式化は，革新過程と模倣過程の相互作用に
関する Schumpeterのアイディアのそれとなる。
ここで，
Φ（F）＝∫１F（ψ（y））１dy，F∈［０，１］ （５８）
と設定しよう。（５８）式から，（５５）式は
dΦ（Fn）
dt ＝FnFn１ （５９）
と書き改められる。
いま，各函数列 ＝Fn∞∞ に対して
（t）＝
∞
Σ
n＝１
Φ（Fn（t））
０
Σ
n＝∞
（Φ（０）Φ（Fn（t））t （６０）
なる表現を考察しよう。
もし，ψが区間［０，１］上に与えられるとき，（５５）式を満たす［０，∞）上に定義され，また，［０，１］内
に値をとる函数列 ＝Fn（t）∞∞ は（５５）式の解と呼ばれる。
上の仮定が満たされるものとすると，問題（５５），（５７）式の一意解 ＊＝Fn（t）∞∞ が存在し，その
解は，すべての t０に対し，n→∞のとき Fn（t）→０，n→∞のとき Fn（t）→１を満たし，さらに，
∞
Σ
n＝１
Φ（Fn（t））＜∞ （６１）
０
Σ
n＝∞
（Φ（０）Φ（Fn））＜∞ （６２）
∞
Σ
n＝１
Φ（Fn（t）
０
Σ
n＝∞
（Φ（０）Φ（Fn（t））t
＝
∞
Σ
n＝１
Φ（Fn（０）
０
Σ
n＝∞
（Φ（０）Φ（Fn（０）） （６３）
を満たす。加えて，すべての nに対し Fn（０）Fn１（０）ならば，すべての n，t に対し Fn（t）Fn１（t）
を満たす。かかる帰結は，Henkin＝Polterovich, op.cit., Theorem 1のそれに対応する。８）
上の（６１）（６３）式は， が（５５）式の第１積分となることを意味しており，最後の言明は，（５５）
式が効率性に関する企業の分布が時間とともに変化していく過程，すなわち，企業の効率性分布曲
線の進化過程を与えることを意味している。
ところで，（５５）式の解のうち波列（wave train）の形をとるそれ，すなわち，
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Fn＊（t）＝F（nc t）＝F（x），x＝nc t （６４）
が重要な役割を演ずる。９）ただし， ＊（０）＝Fn＊（０）∞∞ で，（５７）式を満たすものとすると，かかる解
に対し，（５５）式は
c dF/dx＝ψ（F）（F（x）F（x１）） （６５）
なる形で表わされる。さらに，（５５）式は，（５８），（５９）式が妥当するところで
c dF/dx＝F（x１）F（x），x∈（∞，∞） （６６）
と表現し直される。このとき，ψが上の［仮定］を満たすとき，（６５）式は，c＝１/Φ（０）であるときに
限り，（５７）式を満たす解 F＊（x）を含み，（５７）式を満たす（６５）式の解は，いずれもある定数 aの下で
F＊（xa）の形をとる。かかる帰結は，Henkin＝Polterovich, op. cit., Theorem 2のそれに対応する。１０）
さて，ψが上の仮定を満たすものとしよう。このとき，次の定理がしたがう。１１）
［定理1］
ψが［仮定］を満たすとき，問題（５５），（５７）式のいずれの解 ＝Fnに対しても，t→∞のとき
sup｜Fn（t）F＊（nc ta）｜→０ （６７）
となるような定数 aが存在する。ただし，c＝１/Φ（０）である。このとき，aは，方程式
（０）＝
∞
Σ
n＝∞
（Φ（F＊（na）Φ（０））
∞
Σ
n＝１
Φ（F＊（na）） （６８）
から解 の第１積分値を通して計算される。
上の（６８）式の右辺は， ＊（a）＝F＊（nc ta）とするときの ＊（a）（０）に均等化する。
しかるに，上の［定理1］は，模倣過程と革新過程の相互作用の結果として，効率性分布曲線の形
状が安定的であり，曲線は横座標軸に沿ってほぼ一定速度で移動し，さらに，解の漸近展開におい
て形状も速度も初期条件に依存しないことを示唆している。さらに，n１水準の技術の採用過程
の典型的な動学が標準的曲線（F＊（nc ta）で与えられることが帰結される。ψが線型を成すと
ころでは，同曲線がロジスティック曲線に帰着することは前項でみたごとくである。
次に，模倣過程，革新過程の下での経済成長のあり方をみてみよう。
いま，経済のある部門を想定し，その生産設備規模をMnで表わそう。Mnの下では，単位時間
当たり各設備１単位から λnの利潤がもたらされるものとする。ここで，λnは，技術水準 nの効率
性の尺度とみなし得る。このとき，成長によって，効率性 nは向上し，λn１＞λnがしたがうものと
し，利潤は全額生産設備の拡充に充てられ，機械，原材料，燃料等の生産的消費以外の非生産的消
費は，考察の外に置かれるものとする。
いま，効率性水準にしたがって設備の分布の函数 ＝Fnを
Fn＝
n
Σ
k＝０
Mk/
∞
Σ
k＝０
Mk，n＝０，１，２，…… （６９）
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と規定する。経済全体の生産設備規模に占める水準 n以下のそれの割合を意味する。
第 n水準において得られる利潤額 λnMnが資本投資の２つの流れを形成するものとしよう。利潤
のうち，ψ０（Fn）λnMnは次のランクの n１水準の設備更新に向けられ，残りの（１ψ０（Fn））λnMnの部
分は水準 nの生産拡充に投下される。Schumpeter的に言えば，水準 nに在る企業によって n１水
準の設備更新は模倣を通じて実現可能である。このとき，より効率的な設備の割合（１Fn）が高く
なればなる程模倣は一層集約的となり，したがって，函数 ψ０は（１Fn）の増加函数，あるいは Fnの
減少関数（ψ０′（Fn）＜０）と想定し得る。しかるに，模倣がなされないとき，技術向上は革新過程を通
じて可能となる。したがって，ψ０（１）＞０となることが要請される。
上の議論から，経済成長方程式
dMn
dt ＝（１ψ０（Fn））λnMnψ０（Fn１）λn１Mn１ （７０）
が導かれる。ただし，函数 ψ０は，前項におけると同様に Lipschitz条件を満たし，区間［０，１］におい
て非増加函数であり，ψ０（０）＞ψ０（１）＞０を満たすものとし，また，境界条件，初期条件は
M０（t）０，Mn（０）０，
N
Σ
n＝１
Mn（０）＞０，Mn（０）＝０，n＞N． （７１）
で表わされる。ただし，N は正の整数である。
当然，効率性には上限が存在すると考えられる。
次の仮定を設けよう。
［仮定2］
数列 λnは正の値をとり，増大化につれて極限値 λに接近する。
いま，級数M＝
∞
Σ
k＝１
Mkを設定し，微分を施して，（６９）式を変数 Fnのタームで表わせば
１
Fn
dFn
dt ＝
１
∞
Σ
k＝１
Mk
∞
Σ
k＝１
dMk
dt 
１
M
dM
dt （７２）
を得る。しかるに，n→∞のとき，Mn/M→∞となるとすれば，（７０）式から
１
M
dM
dt ＝
１
M
∞
Σ
k＝１
λkMk＝
∞
Σ
k＝１
λk（FkFk１） （７３）
を得る。ここで，M０（t）≡０を考慮すれば，（７０），（７２）式から
dFn
dt ＝ψ０（Fn）λk（FnFn１）
∞
Σ
k＝１
λk（FkFk１）Fn
∞
Σ
k＝１
λk（FkFk１） （７４）
がしたがう。ここで，F０＝０を想定し，Abel変換を施せば，１２）
n
Σ
k＝１
λk（FkFk１）＝λnFn
n１
Σ
k＝１
（λkλk１）Fk （７５）
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を得る。しかるに，
n→∞
lim Fn＝１がしたがうから
∞
Σ
k＝１
λk（FkFk１）＝
∞
Σ
k＝n
（λk１λk）λn
∞
Σ
k＝１
（λk１λk）Fk （７６）
がしたがう。ここで，（７４）式右辺の２項と３項の差に１を乗じた値を rnと設定すれば
rn＝（１Fn）
n１
Σ
k＝１
（λk１λk）FkFn
∞
Σ
k＝n
（λk１λk）（１Fk） （７７）
がしたがう。
上の（７１）式の条件は
０F１（０）…＜FN（０） （７８）
F０（t）＝０，Fn（０）＝１，n＞N
と同値となる。
以上から，Cauchy問題（７４），（７７），（７８）式が検討されなければならない。
まず，λnが極限値 λに収束する速度に限定を設けよう。
［仮定3］
列 λnは，不等式
∞
Σ
k＝１
k（λλk）＜∞ （７９）
を満たす。
以上の想定の下で，次の定理がしたがう。１３）
［定理2］
［仮定1，2，3］が満たされ， ＝Fnが Cauchy問題（７４），（７７），（７８）式の解であるとき
sup｜FnF＊（nc td）｜→０，t→∞ （８０）
を満たす定数 d が存在する。ただし，F＊は ψ＝λψ０のとき［定理1］で示される函数であり，さ
らに，
c１＝Φ（０）＝∫１０（ψ（y））１dy （８１）
である。
［定理2］は，十分長い時間経過の中で（７４）式における残余項に相当する rnが切り捨て可能である
が，そのとき，λに代わって λnが極限値となるが，効率性分布曲線の進化過程に本質的な変更が
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及ばないことを主張している。
以上から，緩慢な効率性成長下にある習熟産業部門の効率性分布曲線の進化は，近似的に（５５）式
の形で書き表わされることが帰結される。
５）本項の議論は，Полтерович＝Хенкин〔１７〕，Henkin＝Polterovich〔７〕に負う。
６）効率性に関し差分方程式が，時間に関し微分方程式がそれぞれ妥当する。
７）本項の議論は，Полтерович＝Хенкин〔１８〕，Henkin＝Polterovich, op.cit., に負う。
８）証明は，Henkin＝Polterovich, op.cit., pp．５６３―６５に準ずる。
９）波動（waves）の議論として，例えば，Sachdev〔２０〕，Whitham〔２４〕参照。
１０）証明は，Henkin＝Polterovich, op.cit., pp．５６５―７１に準ずる。
１１）同定理は，Henkin＝Polterovich, op.cit., Theorem 4に対応し，証明は，pp．５７６―８２に準ずる。
１２）Abel変換について，例えば，Apostol〔２〕（p．１９４）参照。
１３）Полтерович＝Хенкин〔１８〕，Teopema 2に対応し，証明は，pp．５２８―３０に準ずる。
結びにかえて
Henkinと Polterovichが上でみた一連の論文を，学術機関誌に発表した，あるいは発表し得たの
は，１９８８―８９年にかけてのことであった。それ以前の時期においては，社会主義国家ソ連邦はかか
る発表を許さなかったかもしれない。標語として１９８５年に掲げられ，１９８６年夏頃から本格化してい
った「情報の公開」（гласноть）があってこその発表の実現化であったと言えるかもしれない。
１９６０年代に入ると社会主義体制の賜物として「科学技術進歩」（научно-технический прогресс）
なる表現が文献に踊り始めるようになった。確かに，予算上の制約を受けない形での国家事業とし
ての科学技術進歩は可能であっても，その採用，借用といった拡散過程がそもそも存在しないとこ
ろで進化の可能性は半減しよう。しかしながら，技術革新の進化がソ連の同時代人にとって体制擁
護的現象と映ったのか，あるいは体制批判的それに映ったのか，興味深い。資本主義体制の社会主
義体制への移行止むなしとした Schumpeter自身には，どう映るのであろうか，更に興味深い。
以上において，企業がより上位の技術水準への移行を図るとき，革新過程に在る際に移行速度は
一定で，模倣過程に在る際には，より上位の効率性をもつ企業の割合，すなわち模倣係数に比例す
るところで，模倣係数が革新過程と模倣過程の１次結合で与えられるとき，その波列解がロジステ
ィック曲線にしたがい，その波動の速度は，２つの過程に関わるパラメータに依存するにすぎない
ことが確認された。
他方，模倣係数が非線型を成すときしたがう波列解において，その波動の速度は模倣函数に依存
するだけであることが確認された。さらに，効率性の成長の可能性が考慮されるところで，進化過
程には本質的な変更が及ばず，本来の効率性曲線に近似されることが確かめられた。
上の議論において援用された波動理論を進化過程一般に適用することは，興味深い試みであろう。
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